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1　令和４年８月大雨災害への対応 予 算 額
（単位：千円）

（１）被害を受けた方々の生活・住宅支援

緊急被災者支援金 29,000

被災者住宅再建支援事業 63,334

被災住宅復興支援利子補給金事業 ― 

〈165,857〉 

　

被災者住宅再建支援事業特別枠の新設（市町振興資金貸付事業）
基金貸付枠

を活用

　住家に被害を受けた世帯に対し、支援金を支給します。
　　支給額　住家が全壊、半壊、一部損壊または床上浸水した世帯　１０万円
　　　　　　住家が床下浸水した世帯　　                          ２万円

〈債務負担行為〉

（地域戦略部市町協働課）

（土木部建築住宅課）

（健康福祉部地域福祉課）

　被災者住宅再建支援事業の市町負担に対し、市町振興資金による無利子貸付を行い、円
滑な資金繰りを支援します。
　　貸　付　先　被災者住宅再建支援事業交付市町
　　特別貸付枠　３２百万円
　　貸 付 期 間　１０年

　被災世帯が住宅の建設、購入、補修等を行う際に利用する借入金について、５年間無利
子とするため利子補給します。
　　実 施 主 体　市町
　　補　助　率　県２／３（市町１／３）
　　対　象　者　自ら居住する自己所有の住宅に床上浸水相当以上の被害を受けた被災者
　　　　　　　　（補修または同一市町内に住宅を新築、購入）
　　貸付限度額　建設購入　３，７００万円（土地取得なしの場合２，７００万円）
　　　　　　　　補　　修　１，２００万円
　　利子補給率　住宅金融支援機構の災害復興住宅融資の貸付利率を上限とする

　被災世帯に対し、住宅の建設、購入、補修等に要する経費について支援します。
　　実 施 主 体　市町
　　補 助 対 象　床上浸水相当以上の被害を受けた住戸
　　補　助　率　県２／３（市町１／３）
　　補助限度額　①全壊　　　　建設・購入４００万円　補修３００万円
　　　　　　　　②大規模半壊　建設・購入３００万円　補修２００万円
　　　　　　　　③中規模半壊　建設・購入１５０万円　補修１００万円
　　　　　　　　④半壊、準半壊、床上浸水　　　　　　補修　５０万円
　　　　　　　　※①～③について被災者生活再建支援金の受給額は補助限度額に
　　　　　　　　　含まれます。
                ※①～③について一人世帯の場合は補助限度額の３／４
　　財　　　源　寄附金

（土木部建築住宅課）

８月追加専決分
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災害援護資金無利子貸付事業 15,100

〈410〉 

母子父子寡婦福祉資金貸付利子補給事業 既決予算で対応

生活福祉資金（住宅補修費・災害援護費）無利子貸付事業 ― 

〈1,737〉 

6,039

県立大学授業料の減免 402

県税の減免、猶予等 ― 

〈債務負担行為〉

　被災者に対する生活福祉資金（住宅補修費・災害援護費）の貸付けを５年間（据置期間
を含む）無利子にするため、福井県社会福祉協議会に対し貸付利子相当額を補助します。
　　貸付限度額　住宅補修費　２５０万円
　　　　　　　　災害援護費　１５０万円

（健康福祉部地域福祉課）

〈債務負担行為〉

　災害援護資金について、５年間（据置期間を含む）被災者の利子負担をなくすため、市
町に利子相当額を補助します。
　　貸付限度額　住宅が全壊の場合　　　　　　　 　２５０万円
　　　　　　　　住宅が半壊の場合　　　　　　　 　１７０万円
　　　　　　　　家財の損害（１/３以上）の場合　　１５０万円
    補　助　率　県１／２（市町１／２）

（健康福祉部地域福祉課）

（健康福祉部児童家庭課）

（総務部税務課）

　被災者を対象に県税の特例措置として、減免、納税の猶予、期限の延長等の措置を行い
ます。

（総務部大学私学課）

　県立大学の被災学生を対象に授業料の減免を行います。
　　事業内容　県立大学授業料
　　減 免 額　一部破損、床上浸水　１／２減免
　　減免期間　後期分授業料

　被災者に対する児童扶養手当支給にかかる所得制限を一時的に解除し、全部停止・一部
支給となっている方に全部支給します。
　　全部支給月額　第１子　　　　　　　　　４３，０７０円
　　　　　　　　　第２子　　　　　　　　　１０，１７０円
　　　　　　　　　第３子以降（１人につき）　６，１６０円

（健康福祉部児童家庭課）

　被災者に対する母子父子寡婦福祉資金の貸付けを５年間無利子にします。
　　貸付限度額　事業開始資金　３１４万円
　　　　　　　　事業継続資金　１５７万円
　　　　　　　　住  宅  資  金　２００万円
　　　　　　　　転  宅  資  金　　２６万円
　　　　　　　　生  活  資  金　　３１万５千円

児童扶養手当事業

４年度６月現計

3,187千円
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手数料等の減免 ― 

災害ボランティア緊急時活動支援事業 20,000

災害救助事業 90,802（健康福祉部地域福祉課）

　避難所の設置や住宅の応急修理等の救助活動に要した費用について、災害救助法の規定
に基づき、町実施分を含めて県が負担します。
　　事業内容　県実施分
　　　　　　　　　支援物資の提供
　　　　　　　　　ＤＭＡＴ・救護班の派遣　等
　　　　　　　町実施分
　　　　　　　　　避難所の設置
　　　　　　　　　住宅の土砂撤去、応急修理
　　　　　　　　　生活必需品の提供　　　　等
　　財　　源　災害救助基金

　被災者に対する証明書の再交付等、各種行政許可の申請手数料等を減免します。
　　減免内容　各種証明書、免許証などの再交付手数料
　　　　　　　各種営業許可申請手数料など営業再開に必要なもの
　　　　　　　建築確認申請手数料など建築物の復旧に必要なもの
              県立高校授業料　等

　県内外において発生した災害に伴い、県民が行う災害ボランティア活動等に対し、必要
な経費を支援します。
　　支援内容　活動に必要な資機材、被災地までのシャトルバス運行等にかかる経費
　　財　　源　災害ボランティア活動基金

（地域戦略部県民活躍課）

４年度６月現計

20,000千円
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（２）産業・農林水産業等の再生支援

中小企業支援緊急資金無利子貸付事業 243,520

〈153,916〉 

小規模事業者向け資金緊急無利子化事業 ― 

〈3,728〉 

被災した事業者への相談対応の充実 ― 

　

県内観光促進事業（ふくいのお宿元気応援キャンペーン） （交流文化部観光誘客課） 既決予算で対応

 営農継続緊急支援事業 63,000

　

（農林水産部園芸振興課）

　令和４年８月の大雨により被災した農家に対し、農業用機械の修繕等に要する費用を緊
急的に支援し、今後の経営再開を図ります。
　　事 業 内 容　施設・機械の整備・更新等費用を支援
　　補助対象者　被災農家
　　補　助　率　１／２

（産業労働部創業・経営課）

（産業労働部創業・経営課）

　令和４年８月の大雨により影響を受けた県内の宿泊事業者や旅行会社、物販事業者、バ
ス会社等を支援するため、ふくいのお宿元気応援キャンペーンを期間限定で行い、県内外
からの誘客を促進します。
　　事業内容　嶺北嶺南交流割（県民：宿泊６千円以上で１千円追加割引）
　　　　　　　県内観光施設等で使えるクーポンを平日シニア（７０歳以上）に追加配布
　　　　　　　(県民、１０府県民：宿泊１万円以上で１千円追加配布)
　　事業期間　９～１０月
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

〈債務負担行為〉

　各商工団体に特別相談窓口を開設し、事業所の浸水被害や物流に影響を受けた事業者等
の資金繰りや経営に関する相談を受付けます。
　　設置個所　県内の商工会、商工会議所、福井県商工会連合会、福井県中小企業団体中
　　　　　　　央会および（公財）ふくい産業支援センター

（産業労働部創業・経営課）

　被災した中小企業者に対し、利子および保証料補給を行うとともに、損失補償付きの融
資制度を設け、経営再建に必要な設備資金および運転資金を融資します。
　　貸　付　枠　１０億円
　　貸付限度額　１億円
　　貸 付 期 間　１０年以内（うち据置２年以内）
　　保証料補給　全額
　　利 子 補 給　５年間全額
　　補　助　率  県２／３（市町１／３）

〈債務負担行為〉

　被災した小規模事業者に対し、小規模事業者経営改善資金（マル経資金）の利子を全額
補給します。
　　貸　付　枠　１億円
　　貸付限度額　２，０００万円
　　貸 付 期 間　１０年以内（うち据置２年以内）等
　　利 子 補 給　５年間全額
　　補　助　率　県２／３（市町１／３）

３年度２月補正

7,995,571千円
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 内水面災害特別支援事業 15,113

農業経営支援資金（災害資金）利子補給事業 既決予算で対応

水産業緊急資金無利子貸付事業 既決予算で対応

社会福祉施設等災害復旧事業 205,425

（農林水産部水産課）

　令和４年８月の大雨により被災した内水面養殖施設に対し、速やかに事業を再開できる
よう取水設備の復旧、種苗の購入にかかる支援を行い、今後の経営継続を図ります。
　　事 業 内 容　取水設備の復旧、親魚・種苗の購入費用を支援
　　補助対象者　大雨により被災した漁協および生産組合、個人漁業者
　　補　助　率　１／３

（健康福祉部長寿福祉課）

（農林水産部水産課）

　令和４年８月の大雨により被災した内水面養殖施設に対し、速やかに事業を再開するた
めに受ける貸付の利子分を補助し、今後の経営継続を図ります。
　　融　資　枠　２億円
　　融資限度額　１，０００万円
　　融 資 期 間　５年以内

　令和４年８月大雨により被災した高齢者福祉施設に対して、早期に事業が再開できるよ
う建物等の復旧整備を支援します。
　　補 助 内 容　建物および建物と一体的な設備
　　対象施設数　１施設
　　補　助　率　３／４
　　財　　　源　社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金

（農林水産部園芸振興課）

　令和４年８月の大雨により被災した農業者が、営農の継続に必要となる設備資金や運転
資金の融資を受ける場合、融資機関に対し利子補給を行います。
　　融　資　枠　１億円
　　融資限度額　５００万円
　　融 資 期 間　５年以内（据置１年以内）

４年度６月現計

182千円

４年度６月現計

684千円
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（３）土木・農林施設の早期災害復旧

24,514,311

①土木部

　災害復旧事業 14,921,256

　道路や河川など被災した施設の復旧工事を行います。

直
轄

　災害関連事業（補助公共） 750,000

　災害応急対策事業（県単） 430,750

河川 箇所

砂防 箇所

河川災害 3,391,880
鹿蒜川 護岸崩壊（南越前町南今庄）等
　　　　　　　　　　　　　  123箇所

砂防災害 4,911,400

所要額 主な箇所

道路災害

265,000

災害復旧事業等
（直轄事業、補助事業、災害関連事業、応急対策事業）

流木撤去　等　　　 　　　　　44箇所

（土木部、農林水産部）

231,500 倒木撤去　等　　　　　　　　 38箇所

150,000 鹿蒜川護岸崩壊（南越前町南今庄）

２４

750,000

　道路の土砂撤去、倒木処理、河川の堆積土砂除去など応急対策や被災箇所の補修を
行います。

補
助

河川

主な箇所

213,668 国道８号　　　　　　　　　　　6箇所

補
助

道路災害 4,777,908
一般県道 今庄杉津線 道路損壊
（敦賀市元比田）等　　　　 　83箇所

砂防 600,000

　堤防決壊、土石流の災害箇所において、河川改良や砂防堰堤の設置など機能強化の
ための対策工事を行います。

６

合計

砂防災害

所要額

14,921,256合計

港湾災害 12,500 敦賀港　　　　　　　　　　　　1箇所

二ッ屋川 護岸崩壊（南越前町二ッ屋）等
　　　　　　　　　　　　　　121箇所

単
独

道路災害 1,117,400 道路の土砂撤去　等　　　　　150箇所

河川災害

土石流（敦賀市獺河内・杉津）　
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②農林水産部

災害復旧事業 6,236,680

　林道・治山施設や農地・農業用施設などの災害復旧工事を行います。

　災害関連事業（補助公共） 1,635,000

　災害応急対策事業（県単） 540,625

林道 箇所

治山 箇所

農業用施設 箇所

所要額 主な箇所

林道施設災害 1,700,000 林道大谷線（敦賀市）等　　　　　 100箇所

治山施設災害 450,000 治山施設（勝山市野向町）等  　　　 2箇所

１，０３０

225,000

林地崩壊防止

集落排水施設（南越前町今庄）

4,055,850 農地（南越前町南今庄）等　　　　 686箇所

鳥獣侵入防止柵災害

合　計

　小規模な山林・農地被害の復旧工事や応急対策を行います。

30,830 鳥獣侵入防止柵（南越前町今庄）等　14箇所

6,236,680合　計

８２

２５

30,000 小規模荒廃山地（南越前町今庄）

生活環境施設

1,635,000

　再発防止のため緊急に行う治山工事や集落排水施設の復旧工事を行います。

所要額 主な箇所

補
助

補
助

 ※県補助率のかさ上げにより地元負担なし
　（県単小規模土地改良事業50%→75%、農業用用排水緊急対策特別事業40%→75%）

耕 地 災 害

緊急治山 1,380,000 大規模荒廃山地（南越前町大谷）
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（４）その他公共施設の早期災害復旧

恐竜化石発掘調査地復旧事業 17,918

県立クレー射撃場災害復旧事業 239,989

自然公園施設等整備事業 1,800

海岸漂着物地域対策推進事業 既決予算で対応

・ⅮＰＡＴ隊等こころのケアチーム派遣 972

・災害時緊急バスの運行 11,682

・災害ボランティア活動経費 18,214

・県災害対策本部運営経費 220

・県立クレー射撃場調査・復旧経費 16,293

47,381予備費（４年度）対応　計

　土砂災害による被害を受けたスキート射場や水路等の機能を回復し、利用者が従来どお
り利用できるように、早急に土砂の除去等の復旧整備を行います。
　　財源　一般単独災害復旧事業債

（安全環境部循環社会推進課）

　大雨により発生した流木等の海岸漂着物を早急に回収・処理します。
（敦賀港は災害復旧事業、南越前町管理海岸は災害等廃棄物処理事業（環境省）において
対応）

（交流文化部文化・スポーツ局スポーツ課）

予備費（４年度）による対応

（交流文化部ブランド課）

（安全環境部自然環境課）

　自然公園施設や遊歩道など、被災した施設の復旧工事を行います。
　　整備箇所　刈込池（大野市）へ続く歩道の排水路
　　　　　　　池ケ原湿原（勝山市）の木道や、池ケ原湿原につながる遊歩道
　　財　　源　自然保護基金

　恐竜化石発掘現場における応急対策（作業ヤードの土砂撤去、落石防止網の修繕、野外
恐竜博物館観察広場の移設）を行います。
　　財源　一般単独災害復旧事業債

４年度６月現計

87,198千円
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２　コロナ禍における物価高騰対策

（１）農林水産業への支援

 県産麦生産性向上緊急支援事業 74,200

[－]

配合飼料価格高騰に対する緊急支援事業 210,923

[147,923]

 漁業用資材高騰緊急対策事業 33,148

[－]

 ふくいの木の消費喚起・価格高騰緊急支援事業 35,400

[－]

予 算 額
［４年度６月現計］

（単位：千円）

（農林水産部中山間農業・畜産課）

　価格が高騰している配合飼料の購入経費を引き続き支援し、畜産農家の負担軽減を図り
ます。
　　事 業 内 容　配合飼料購入費用を支援
　　補助対象者　県内の畜産農家
　　対 象 経 費　令和４年１０月～令和５年３月までの配合飼料購入費用
　　補　助　額　１０，０００円／ｔ
    財　　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（農林水産部福井米戦略課）

　国際情勢等により、輸入小麦の価格が高水準・不安定となる中、国産麦への切り替えを
推進するため、生産性の向上や生産体制の強化を支援します。
　　事業内容　排水対策など先進的な営農技術の導入支援
　　　　　　　　　補助率　国定額
　　　　　　　小麦の生産拡大に対する助成
　　　　　　　　　補助率　国定額
　　　　　　　生産性向上に必要な機械・施設整備導入を支援
　　　　　　　　　補助率　国１／２
　　財　　源　国産小麦産地生産性向上事業（国１０／１０）

（農林水産部県産材活用課）

（農林水産部水産課）

　漁業用資材の高騰分に対し緊急支援を行い、影響の緩和を図ることにより漁業者の安定
した経営を確保します。
　　事 業 内 容　魚箱、氷の価格上昇分を支援
　　補 助 期 間　令和４年９月～令和５年３月
　　補助対象者　福井県漁業協同組合連合会等
　　補　助　率　価格上昇分の１／２
    財　　  源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

　木材価格の高止まり等から県産材の主な需要先である県内工務店の新築住宅等の受注が
減少しているため、県産材価格の高騰分に対して支援し、県産材の需要確保と利用拡大を
図ります。
　　事 業 内 容　建築物における県産材利用に対し、県産材価格の高騰分を支援
　　補助対象者　施主等
　　補　助　額　１７，０００円／㎥
    財　 　 源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）
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（２）中小企業者等への支援

 ふくい業務改善・賃上げ応援事業 21,000

[－]

 技術シーズ売込強化事業 4,760

[－]

 伝統工芸品活用支援事業 22,700

[22,000]

 障がい者就労事業所における生産活動活性化事業 19,000

[－]

[13,800]

 社会福祉施設における省エネ設備等支援事業 216,000

[－]

（産業労働部産業技術課）

　県外大手企業の企画開発・研究部門に対して県内企業が持つ技術シーズを売り込み、商
品開発の初期段階での採用を促進することにより、県内企業の取引先や販路の拡大を支援
します。
　　事業内容　県外大手企業向けの技術交流会を開催（年１回以上）
　　　　　　　県内視察時などにフォローアップの実施
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（産業労働部産業技術課）

　コロナ禍における産地の生産額減少の回復を図るため、発信力の高い県内外の飲食店や
宿泊施設等を中心に、伝統工芸品の活用を促進し、本県の伝統工芸品のさらなる販路開拓
や魅力の発信を図ります。
　　事業内容　  内装や外装の導入経費支援
            　 食器等の導入経費支援
　　　　　　　　　　補　助　率　県１／２

　　　　　　　　　　補助上限額　１００万円→１５０万円※

　　　　　　　　　　　　　　　　　　※有名ガイドブック掲載店等で複数種類導入する場合に拡充
　　　　　　  事業者向け伝統工芸品の導入事例パンフレットの作成
　　財　　源　　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（産業労働部労働政策課）

　生産性向上等による賃上げを支援する国の助成金に、県独自に上乗せ支援を行い、県内
中小企業の経営改善と労働者の所得向上を促進します。
    対象者　国の業務改善助成金の支給決定を受けた企業
　　補助率　国助成金支給決定額の１／１０
　　財　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（健康福祉部障がい福祉課）

　新型コロナウイルスの影響に加え、原油価格・物価高騰等により生産活動が停滞してい
る障がい者就労事業所を支援し、工賃への影響の抑制と、生産活動の活性化を図ります。
　　事 業 内 容　既存商品のブラッシュアップや販路拡大などに要する費用の支援
　　補　助　率　１０／１０
　　補助上限額　５０万円
    財　　  源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（健康福祉部長寿福祉課、障がい福祉課）

　原油価格・物価高騰等が続く中、社会福祉施設の省エネ設備の改修および更新に必要な
経費を支援し、社会福祉施設のコスト削減を図り利用者負担への影響を抑制します。
　　事 業 内 容　省エネに資する設備の改修および更新に要する費用の支援
　　補　助　率　３／４
　　補助上限額　１５０万円（下限３０万円）
　　財　 　 源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

３年度２月補正
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地域公共交通等運行継続特別支援事業 98,420

[284,697]

（３）県内消費の喚起策

「ふく割」による消費喚起事業 966,915

[977,904]

[823,366]

県内観光促進事業 4,000,000

[－]

[7,995,571]

 県内冬観光における誘客支援事業 116,746

[－]

物価高騰・新型コロナウイルス感染症対策予備費の増額 1,000,000

[300,000]

（交流文化部観光誘客課）

　原油・原材料費の高騰や新型コロナウイルス感染症により影響を受ける県内の宿泊事業
者や旅行会社、物販事業者、バス会社等を支援するため、ふくいdeお得キャンペーンを継
続し、県内外からの誘客を促進します。
　　事業内容　ふくいdeお得キャンペーンを継続
　　　　　　　　※国の施策やコロナ感染状況等に応じて旅行代金の割引や本県独自の
　　　　　　　　　上乗せ支援策等を実施
　　財　　源　訪日外国人旅行者周遊促進事業（国１０／１０）

（交流文化部観光誘客課）

　原油・原材料費の高騰や新型コロナウイルス感染症により影響を受ける県内スキー場等
について、密を避けるための平日への誘客促進を支援します。
　　事業内容　 平日に利用できるリフト券等に対する助成（対象：県民→全国）
　　　　　　　　　　 補助率　１／２
　　実施主体　　 県内各スキー場・スケート場
　　財　　源　　 地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（４）今後への備え

（総務部財政課）

（産業労働部産業政策課）

　原油・原材料費の高騰や新型コロナウイルス第７波による感染者数の増加などから生じ
る消費活動の抑制が懸念される中、「ふく割」を発行し消費活動を下支えします。
　　実施主体　ふくいデジタルバウチャー推進協議会
　　　　　　　（県、商工会連合会、商工会議所連合会によるコンソーシアム）
　　事業内容　全業種、小規模店等において使用できるクーポンの発行
              商業施設や商店街がふく割を活用してクーポンの発行を企画
　　発行期間　令和４年１０月～令和５年３月
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（部局連携：地域戦略部交通まちづくり課、
交流文化部観光誘客課）

　新型コロナウイルス感染症に加え、原油価格高騰の影響により、経営に大きな影響が生
じている交通事業者等に対し、追加で支援を行います。
  　支援内容　高速バス・空港連絡バス事業者の車両維持にかかる経費
　　　　　　　　　補　助　額　２０万円／台
　　　　　　　タクシー事業者の車両維持にかかる経費
　　　　　　　　　補　助　額　５万円／台
　　　　　　　運転代行事業者の車両維持にかかる経費
　　　　　　　　　補　助　額　２万円／台
　　　　　　　貸切バス・遊覧船の車両・船舶維持にかかる経費
　　　　　　　　　補助対象者　令和４年７～９月の売上が令和元年の同期と比べ３０％
　　　　　　　　　　　　　　　以上減少した事業者
　　　　　　　　　補　助　額　貸切バス　１０万円／台
　　　　　　　　　　　　　　　遊覧船　　２５万円／艘
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

３年度２月補正

３年度２月補正
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３　新型コロナウイルス感染症対策

社会福祉施設におけるサービス継続支援事業 356,300

[－]

[59,590]

軽症者等宿泊療養施設運営事業 574,283

[－]

[1,700,000]

新型コロナウイルス感染症対策事業 2,204,876

[1,186,818]

[13,571,668]

陽性者・接触者サポートセンター運営事業 480,000

[183,000]

[23,495]

予 算 額
［４年度６月現計］

（単位：千円）

　新型コロナウイルス感染症への対策として、検査・医療体制の強化を図ります。
　　事業内容　相談窓口の一元化による保健所機能の強化
　　　　　　　保健所への人材派遣による対応職員数の増加
　　　　　　　患者を受け入れる一般・重症病床の確保に対する支援
　　　　　　　　　１床あたり　１．６万円～４３．６万円／日
　　　　　　　検査費および入院時等の医療費の公費負担
　　財　　源　包括支援交付金、感染症予防事業費等国庫負担（補助）金

（健康福祉部保健予防課）

　新型コロナウイルス感染症による自宅療養者等が安心して療養できるよう健康観察や往
診を実施するとともに、食料等を提供する体制を整備します。
　　事業内容　自宅療養者に対する医師派遣の支援
　　　　　　　自宅経過観察者に対する食料等の提供
　　　　　　　（令和４年１０月～令和５年３月分）
　　財　　源　包括支援交付金（国１０/１０）

（健康福祉部長寿福祉課、障がい福祉課）

　事業所において、新型コロナウイルス感染症に対応するため、介護従事者への手当支給
や宿泊料支援により、継続して福祉サービスを提供できる体制を整備します。
　　事業内容　入所施設
　　　　　　　　　感染者等に対応した職員や他施設からの応援職員への手当支給を支援
　　　　　　　　　宿泊料の支給を支援
　　　　　　　　　施設内における利用者の療養に対する支援
　　　　　　　　　施設内療養者に対する医師等による往診を支援
              通所系事業所
　　　　　　　　　代替サービスとしての訪問サービスの実施に要する経費を支援
　　財　　源　地域医療介護総合確保基金
　　　　　　　障がい者総合支援事業費補助金
　　　　　　　地方創生臨時交付金

（健康福祉部地域医療課）

　新型コロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊療養施設として民間宿泊施設を借り上げ、
受入体制を確保します。
　　事業内容　宿泊療養施設を設置し、医療従事者が患者の健康観察などを実施
　　財　　源　包括支援交付金（国１０／１０）

（健康福祉部地域福祉課、保健予防課、
地域医療課）

３年度２月補正

３年度２月補正

３年度２月補正

３年度２月補正
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新型コロナウイルスワクチン接種体制強化事業 1,000,000

[－]

[880,000]

 患者総合支援センター（仮称）・発熱外来整備事業 4,161

［－]

感染症対策にかかる広報経費 15,491

[－]

[68,000]

・陽性者・接触者サポートセンター運営事業（４、５月分） 59,730

・児童扶養手当受給資格者等に対する特別給付金 44,967

・新型コロナウイルス感染症保健所体制強化事業（８、９月分） 25,517

・受診・相談センター夜間電話相談体制強化事業（８、９月分） 8,723

・学校への抗原検査キット配布事業 83,881

222,818新型コロナウイルス感染症対策予備費（４年度）対応　計

　新型コロナウイルス感染拡大に伴う注意喚起や、消費喚起策にかかる周知・定着を進め
るため、県民や企業に対し広報媒体を活用した情報発信を行います。
　　事業内容　新聞への特別記事掲載などによる広報
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

新型コロナウイルス感染症対策予備費（４年度）による対応

（総務部知事公室広報広聴課）

（健康福祉部保健予防課）

　オミクロン対応ワクチンの接種を効果的に進めるため、大規模接種会場の設置・運営、
ワクチン接種に積極的に取り組む医療機関や市町への支援を実施します。
　　事業内容　県によるワクチン接種の特設会場の設置
　　　　　　　接種回数の増加を図る医療機関に対する支援
　　　　　　　時間外や休日に医療従事者を集団接種会場に派遣する医療機関への支援
　　財　　源　包括支援交付金、地方創生臨時交付金　等

　外来受診時から入院前、退院までの医療・療養を一貫して支援する総合支援窓口を整備
するとともに、新たな感染症等の大流行に備えて発熱外来を常設化し、通常診療と感染症
診療を両立できる外来体制を構築します。
　　事業内容　患者総合支援センター（仮称）・発熱外来の設計

（県立病院）

３年度２月補正

３年度２月補正
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４　「福井県長期ビジョン」の推進

＜学びを伸ばす（人材力）＞

県立学校再編施設整備事業（武生商工高校） ―　

〈874,437〉 

[688,748]

 不妊治療費助成等事業 118,392

[135,962]

 「ふく育県」ＰＲキャンペーン事業 187,240

[－]

 オールふくい連携婚活応援事業 5,125

[23,536]

（健康福祉部こども未来課）

　本県の充実した子育て環境等のＰＲキャンペーンを実施することにより、首都圏を中心
として「ふく育県」のイメージを定着させるとともに、子育て世帯等の移住・定住を促進
し、出生率の向上を図ります。
　　事業内容　TVCM、YouTube広告等を活用した「ふく育県」のブランドアップ
　　　　　　　本県アンテナショップでの移住相談イベントの開催

（地域戦略部県民活躍課）

　ＡＩを活用したマッチングシステムと民間結婚相談所との連携を充実し、さらなる成婚
増につなげます。
　　事業内容　 マッチングシステム登録者と民間結婚相談所登録者を結び付ける専用サ
　　　　　　　　 イトの構築
　　　　　　　 交際が成立したカップルに対し、民間結婚相談所によるフォローを実施
　　財　　源　　 地域少子化対策重点推進交付金

〈債務負担行為〉

（健康福祉部こども未来課）

　特定不妊治療費の自己負担分の一部について助成し、子どもを持つことを希望する夫婦
の経済的負担の軽減を図ります。
　　補助対象　 ①医療保険適用となる治療（１～６回目）
　　　　　　　　　　 補 助 額　自己負担額から６万円を減じた額と自己負担額×
                               １／２と比較して高い方の金額
　　　　　　　　　　　　　　　（自己負担額は６万円まで）
                     補助回数  保険適用回数終了まで
　　　　　　　 ②医療保険適用回数終了後の治療（７回目以降）
　　　　　　　　　　 補 助 額  自己負担額から６万円を減じた額と自己負担額×
                               １７／２０と比較して高い方の金額
                               （自己負担額は６万円まで）
　　　　　　　　　　 補助回数　３回まで（年度内）
　　　　　　　 ③先進医療およびそれと併せて実施される治療
                     補助額および補助回数　①と同じ
　　　　　　　 ④国が審議を行っている技術と併せて実施される治療
　　　　　　　　　　 補 助 額　自己負担額から６万円を減じた額と自己負担額×
                               １７／２０と比較して高い方の金額
　　　　　　　　　　 補助回数　１回まで（年度内）

（教育庁高校教育課、教育政策課）

　武生商工高校の令和７年４月のキャンパス統合に向けて、必要な施設を整備し、魅力向
上と施設の長寿命化を図ります。
　　事業内容　商業科施設・体育館の新設、既存施設の改修
　　　　　　　　　令和３年度～４年度　基本設計・実施設計
　　　　　　　　　令和４年度～６年度　建設・改修工事
　　整備場所　越前市文京（武生商工高校　工業キャンパス）
    財　　源　公共施設等適正管理推進事業債

予 算 額
［４年度６月現計］

（単位：千円）
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 県営産業団地整備事業 31,776

[－]

 協同労働による雇用創出応援事業 2,312

[－]

 ふくいワイン事業 6,604

[6,499]

 地域における生鮮食品等の流通確保支援事業 3,000

[－]

（産業労働部企業誘致課）

　北陸新幹線福井・敦賀開業や中部縦貫自動車道全線開通を見据えた企業誘致を促進する
ため、市町と協働して新たな県営産業団地の整備に着手します。
　　事業内容　基本計画の作成

（産業労働部労働政策課）

　子育て、介護支援など幅広い分野での担い手の確保や多様な働き方の受け皿として期待
される協同労働制度の内容や具体的事例を県民に周知し、活用につなげることにより、雇
用の創出を図ります。
　　事業内容　労働者協同組合に関するセミナーの開催
　　　　　　　労働者協同組合設立に関する意向調査の実施

＜成長を創る（産業力）＞

（農林水産部流通販売課）

　新たに生鮮食品等の卸売業務を行う事業者に対して、市町と連携して支援を行うことに
より、円滑な地域流通体制の構築を図ります。
　　事 業 内 容　生鮮食品等の卸売機能が新たに必要となった地域における事業者の備品
　　　　　　　　購入等の初期投資を支援
　　補助対象者　市町から支援を受けて新たに卸売業務を行う県内事業者
　　補　助　率　県１／３（市町１／３）

（農林水産部中山間農業・畜産課）

　ふくいワインを生産するためのワイナリー整備に対し支援を行うことにより、ふくいワ
インの生産量の増加を図ります。
　　事 業 内 容　 ふくいワインを生産するワイナリー整備にかかる費用を支援
　　補助対象者　　 ワインカレッジ修了生
    補　助　率　 　県１／１０
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 官民連携による「敦賀市まちづくりファンド」造成事業 420,000

[－]

 福井城址活用推進事業 337,000

[33,113]

 地域公共交通キャッシュレス化推進事業 81,950

[－]

 「博物館を飛び出せ」恐竜展開催事業 （交流文化部ブランド課） 57,371

〈120,128〉 

[－]

恐竜エリア拡大プロジェクト （交流文化部ブランド課） 88,168

〈132,250〉 

[115,000]

（産業労働部産業政策課）

　北陸新幹線開業に向けて敦賀市中心部をにぎわいのあるものとし、観光客を呼び込む核
となるエリアのリノベーションを進めるため、官民連携によるまちづくりへの投資を支援
します。
　　事業内容　中心市街地のまちづくりのデザイン計画に基づき、商業事業者等が実施
　　　　　　　する商業ビルの改修、景観の整備、リノベーション等への支援
　　事業期間　令和４年度～８年度

（地域戦略部交通まちづくり課）

　福井城址周辺の土地を取得し、石垣とお堀を望む視点場として県民が多目的に利用でき
る芝生広場などを整備します。
　　事業内容　 城址周辺土地の取得

＜楽しみを広げる（創造力）＞

（地域戦略部交通まちづくり課）

　北陸新幹線福井・敦賀開業に向け、路線バスを利用する観光客や地域住民の利便性向上
を図るため、路線バス事業者が実施する交通系ＩＣカードの導入を支援します。
　　事 業 内 容　路線バス車両への交通系ＩＣカードの導入支援
　　補助対象者　京福バス、福井鉄道バス
　　補　助　率　県１０／１０
　　事 業 期 間　令和４年度～５年度

　令和４年１２月からの恐竜博物館休館期間において、県内への誘客を促進させるため、
令和５年ＧＷに企画展を開催するとともに、令和５年夏の恐竜博物館リニューアルオープ
ンの周知、県内外におけるＰＲ活動を展開します。
　　事業内容　恐竜博物館企画展の開催
              　　全体事業費　約１．９億円
　　　　　　　　　　　　　　　（県：約１．６億円、民間：０．３億円）
　　　　　　　　　開 催 期 間　令和５年４月２１日（金）～５月１４日（日）
　　　　　　　　　実 施 主 体　実行委員会
　　　　　　　県内外における恐竜博物館巡回サテライト館の開催
　　　　　　　　　全体事業費　約０．２億円
　　　　　　　　　事 業 期 間　令和５年１月～３月
　　　　　　　　　実 施 主 体　県

　北陸新幹線福井・敦賀開業に向け、「恐竜といえば福井」を感じられるエリアをさらに
充実させるため、様々な恐竜コンテンツを配置し、来県者に「恐竜王国福井」をＰＲする
とともに、恐竜を活用したにぎわいの創出を図ります。
　　事業内容　動く恐竜モニュメントの整備（約２．２億円）
　　事業期間　令和４年度～５年度

〈債務負担行為〉

〈債務負担行為〉
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 大河ドラマ等を活用した情報発信事業 19,109

[－]

大阪・関西万博出展事業 10,527

[6,523]

 六呂師高原活性化事業 24,710

[50,999]

 34,851

[－]

 5,000

[－]

 期間限定アンテナショップ特設事業 115,015

[753,045]

 ふくい桜マラソンをフックとしたスポーツツーリズム促進事業 10,272

[－]

（地域戦略部未来戦略課（首都圏統括監））

　２０２３年の大河ドラマ「どうする家康」、２０２４年の「光る君へ」の放送前の段階
から本県との関係性、ゆかりの地を発信することにより、北陸新幹線の開業効果を最大限
高めます。
　　事業内容　徳川家康、結城秀康のゆかりの地を巡るリーフレット・のぼりの作成
　　　　　　　御城印重ね捺しスタンプラリーの実施
　　　　　　　紫式部と本県との関係性を紹介する記事掲載

（交流文化部ブランド課）

　令和７年に開催される大阪・関西万博において、関西広域連合のパビリオンに出展し、
本県の魅力を世界に発信します。
　　事業内容　関西パビリオン本県独自展示スペースの基本計画策定

　南青山と銀座のビジネス支援拠点施設のリニューアルオープンへの機運を高めるため、
両施設の閉館期間中にアンテナショップを開設し、首都圏における食・工芸品の販売や観
光などの情報発信を進めます。
　　事業内容　期間限定アンテナショップの設置
　　　　　　　民間事業者への運営業務の委託
　　運営期間　令和４年１０月～令和５年１月

政策トライアル枠予算（首都圏統括監） （地域戦略部未来戦略課（首都圏統括監））

　首都圏に関する政策の企画・推進にあたり、いち早くチャレンジして取り組めるよう、
首都圏統括監の権限において試行できる枠予算を持ち、その成果を踏まえた次年度以降の
新規事業の立案につなげます。

（産業労働部産業政策課）

（交流文化部ブランド課、文化課）

　マラソン人口の多い台湾をターゲットに、現地マラソン展示会出展や観光動画による
ＰＲを実施し、コロナ回復後のインバウンド獲得に繋げます。
　　事業内容　台北マラソンエキスポへの出展
　　　　　　　マラソンと観光を組合わせた旅行商品造成に向けたモニターツアーの実施
　　　　　　　現地メディアによる福井県を特集した観光番組の放送

　北陸新幹線福井・敦賀開業に向け、北関東各地において巡回キャラバンを実施し、継続
的に本県の魅力を発信します。
　　事業内容　北関東各地（埼玉県、群馬県、長野県、栃木県、茨城県）における福井県
　　　　　　　関連イベント・物産展を開催

北関東をターゲットとした巡回キャラバン事業

（交流文化部観光誘客課）

　令和３年度に策定した「六呂師高原活性化構想」の実現に向け、民間活力の導入による
開発を促進するため、開発箇所の民有地を大野市と県で購入します。

（交流文化部観光誘客課）
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 母子保健・児童福祉一体的相談支援機関整備事業 6,599

[－]

 交通事故防止対策の推進 17,239

[103,571]

 交通安全施設等整備事業 26,422

[568,185]

 丹南総合公園体育館空調設備整備事業 2,000

〈198,000〉 

 マイナポイント取得支援事業 69,195

[31,450]

　母子保健と児童福祉の一元的なマネジメント体制の構築を図るために必要な開設準備経
費の支援により、双方の相談機関の連携強化を推進します。
　　事業内容　子育て世代包括支援センターおよび子ども家庭総合支援拠点の開設準備経
　　　　　　　費を支援
　　実施主体　小浜市
　　補 助 率  国１０／１０
　　財　　源　安心こども基金（子育て支援対策臨時特例交付金）

（健康福祉部こども未来課）

（部局連携：安全環境部県民安全課、
警察本部）

　交通事故死者数が増加している中、広報啓発の強化や運転者の歩行者優先意識を向上さ
せる緊急の対策を進め、交通死亡事故の更なる防止を図ります。
　　事業内容　 「ＳＴＯＰ横断歩道」緊急対策事業
　　　　　　　　　　 事業者の協力を得たラジオＣＭキャンペーンの実施
　　　　　　　　　 　横断歩道ストップマグネットの配付
　　　　　　　 ＦＵＫＵＩ　ＳＡＦＥＴＹ　ＰＲＯＪＥＣＴ
　　　　　　　　　　 新聞広告及びテレビＣＭを活用した広報啓発の強化
　　　　　　　　   ラッピングバスを活用した広報啓発の実施
                     横断歩道における交通指導取締りの強化

（警察本部）

　信号機や道路標識など交通安全施設の新設、更新等を行うことにより、安全かつ円滑な
交通を確保します。
　　事業内容　　 信号機の新設（２カ所）
　　　　　　　　 　　整備箇所　市道志比口開発線
　　　　　　　 路側式道路標識の緊急補修

（地域戦略部市町協働課）

　マイナポイント需要の急激な高まりに伴う市町の窓口混雑を解消し、マイナポイントの
取得環境を整備するため、市町にマイナポイント取得手続の支援員を派遣します。
　　事業内容　　 マイナポイント付与に関わる窓口対応等を行う「マイナポイント取得
　　　　　　　　 支援サポーター」を市町に派遣
　　　　　　　 市町が休日等に行う出張申請受付にも対応
　

（土木部都市計画課）

〈債務負担行為〉

　丹南総合公園体育館に空調設備を整備することにより、年間を通して活動しやすく安心
してスポーツに取り組める環境の確保と、災害時の避難所としての活用を図ります。
　　事業内容　空調設備の設置
　　事 業 費　２億円
　　事業期間　令和４年度～５年度
　　財　　源　緊急防災・減災事業債

＜安心を高める（地域力）＞

＜ともに進める（総合力）＞
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公共事業（補助事業、国直轄事業負担金） 　　　　（農林水産部、土木部） 1,861,737
[41,463,219]

３年度
９月現計

①

３年度
２月補正

②

４年度
６月現計

９月補正
４年度
９月現計

③
事　業　内　容

造　　林 659,034 556,233 718,730 718,730

治　　山 1,644,800 360,000 1,490,925 1,490,925

道　　路 12,028,567 6,907,422 10,286,094 874,765 11,160,859
福井森田丸岡線の整備等　９箇所
福井金津線の消雪設備等　14箇所

河　　川 3,123,720 4,857,902 2,258,471 249,769 2,508,240
大蓮寺川、吉野瀬川の河川改修
等
４箇所

港湾・海岸 345,253 398,000 432,500 108,441 540,941 敦賀港等　２箇所

公　　園 9,765 122,600 0 0

漁港、砂防等 13,074,559 6,954,872 13,239,947 13,239,947

小　　計 30,885,698 20,157,029 28,426,667 1,232,975 29,659,642
 対前年同期比（（②+③）/①）
 　　　　161.2％

219,990 220,000 130,000 130,000

農林水産部 427,671 0 159,703 159,703

土　木　部 15,541,518 4,120,387 12,746,849 628,762 13,375,611

小　　計 15,969,189 4,120,387 12,906,552 628,762 13,535,314
 対前年同期比（（②+③）/①）
　　　　110.6％

47,074,877 24,497,416 41,463,219 1,861,737 43,324,956
 対前年同期比（（②+③）/①）
 　　　 144.1％

道路改良事業（足羽川水源地域対策基金） 776,000

　一般国道　４１７号（今立郡池田町板垣～越前市南坂下町） [1,800,000]

ゼロ県債の設定について
　　<債務負担行為>　<1,800,000>

   設定内容　　１８億円 （県単事業１５億円　交付金事業３億円）

5　公共事業の増額

   新年度当初から工事に着手し、年間を通した工事の平準化を図るため、ゼロ県債を設定します。

　 国の内示等に伴う補正を行い、社会基盤の整備を促進します。

補
　
助
　
事
　
業

準公共事業

国
直
轄
事
業

合　　計

予 算 額

[４年度６月現計]

（単位：千円）
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